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1 は じ め に
貿易量の増加，なかでも部品や中間材の貿易量の増加は国際分業，グローバ
ル・サプライチェーン拡充の1つの証拠である。
1960年代以後，製品の貿易だけではなく部品や中間材の貿易が急速に増加
してきた。これらの貿易量の増加が意味するのは，部品や中間材を効率的に物
流できるようになり，国際間の工程間分業が細分化，拡大してきたということ
である。1）
1960年代までの貿易取引の特徴は原材料あるいは製品を中心としたもので
あった。それは，原材料が輸送手段の結節点である港湾での荷役が比較的容易
であり，また，製品は高い荷役の料金を支払えるだけの付加価値がある，物流
中（輸送中）の在庫管理が比較的容易であるなどによっていた。2）
では，なぜ1960年代以後，部品や中間材を効率的に物流することが可能に
なってきたのか。それは，海上コンテナや航空コンテナ（ULD：Unit Load
Device）をはじめとしたユニットロード化，そして，JIT（Just In Time）など
のリーン（生産・流通）システムやグローバルな在庫管理を支援する情報・通
信システムの高度化と普及であった。
本来，企業が物品を生産，流通する過程で「規模の経済性」が働くと単位当
たりのコストを削減させることが可能となる。このことはアダム・スミスの分
業理論にあるように，古くから分かっていたことである。物流手段においても
船舶輸送自体は規模の経済性が働き効率は上がるのであるのだが，物品によっ
ては荷役が制約になる。コンテナ船が登場する以前の在来貨物船の時代での部
品や中間材の輸送がそれであった。部品や中間材には高い荷役料を支払うだけ
の付加価値がない，細かい，少量，デリケートであるため管理が難しいなどの
理由から行えなかったのである。この時代，「バルク」と呼ばれる石油，石炭，
鉱石，ガス，穀物などは，付加価値は低いが真空ポンプやバケット，ベルトコ
ンベアにより効率よく荷役ができるため積極的に船舶も大型化され，物流コス
トが削減された。
1960年代以後の荷役効率の良いユニットロード化は規模の経済性を部品や
中間材にまでもたらした。分業工程間を連結する物流の役割は重要であり，ユ
ニットロード化を行うことで，陸上と海上，機材によっては航空さえも Door
to Doorの一貫輸送が行え，物流の効率化，輸送手段の大型化，コストダウン
に発展した。そして，情報・通信システムのサプライチェーン（SC：Supply
Chain）への導入により情報の統合化と同期化が行え，高速でグローバル単位
での原材料，部品，中間材，製品のリーンな在庫管理ができるようになったの
である。3）
こうした変化は，貿易と投資の規制緩和とともにグローバルに分散する格差
（立地特殊的優位）を，企業特殊的優位を持つ企業が効率的に利用できる機会を
拡大し，グローバル単位の生産，流通ネットワークである「グローバル・サプ
ライチェーン（GSC：Global Supply Chain）」とこれを管理する「グローバル・
サプライチェーン・マネジメント（GSCM：Global Supply Chain Management）」
の構築を可能にしたのである。
そして，グローバル・サプライチェーンの特徴は国際間の取引であり，必然
的に貿易取引が内在するため，その手続きの煩雑さから制約となり，性能の良
い貿易取引システムの仕組み作りが求められているのである。そこで，今回は
生産を中心としたグローバル・サプライチェーンと貿易取引システムの関係に
ついて説明する。
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なお，ここでの貿易取引システムは個品を対象としたものである。また，単
に輸出入国の国内サプライチェーンと貿易取引システムを連結した仕組みを
「国際サプライチェーン」とし，国際工程間分業，国際ネットワーク型分業を
支える「グローバル・サプライチェーン」と区別する。
2 サプライチェーン
① サプライチェーンとは
サプライチェーンとは，分業工程（製造業，流通業などの企業）である「ノ
ード」とネットワーク（交通（物流），情報・通信）である「リンク」から構
成され，「原材料の供給段階から最終需要者の段階に至るモノの流れ（マテリ
アルフロー）（物流（物的流通））と，情報と金流（商流（商的流通）の流れに
関連した全ての活動を一連のつながり（業務プロセス）と見る考え方」と定義
されている。生産においては原材料の調達から部品・中間財・製品の生産に
至る流れであり，流通においては製品の「生産→卸→小売」に至る流れであ
る。そして，サプライチェーン・マネジメントは，「商品の供給に関する全企
業連鎖をいい，商品の企画，調達，設計，開発，資材調達，製造，販売，教育，
保守，廃棄（ライフサイクル）に関する全分野を含む概念である。商品の製造
用の原材料や部品の製造，粗材料の製造にまで溯り，EDI（Electronic Data
Interchange：電子データ交換）と統合データベースによる情報の共有化によっ
て，トータルとしての在庫，物流合理化を図ること（サプライチェーンをマネ
ジメントすることで，サプライチェーン全体を視野に入れた連携関係の改善・
革新を通じ，業務プロセスを統合化し全体最適化を図ること）」と定義されて
いる。4）
このサプライチェーンが国際工程間分業の拡大により世界の立地特殊的優位
を持つ複数の地点と連結したネットワークがグローバル・サプライチェーンで
あり，このシステムを管理する仕組みがグローバル・サプライチェーン・マネ
ジメントである。
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サプライチェーン，サプライチェーン・マネジメントは1980年代に生まれ
た経営手法である。しかし，それ以前においても物品の生産地点から消費地点
まで輸送する流れと，消費地の情報を生産地点まで伝える流れの両者を中間に
入る商人が物流を含めて管理（マネジメント）していた。違いは広範囲（地理
的，領域的）に短期間で効率的に行えたか，行えなかったかである。
サプライチェーンやサプライチェーン・マネジメントが重要視されるように
なってきた背景には多量生産・多量消費の時代が終わり物品の市場飽和，企業
間競争の激化などがあり，これに対応するため企業内外の経営資源を効率的に
使用し競争優位を維持，拡大しなければならなくなったためである。そして外
部経営資源の拡充，経営資源の選択と集中が進むことなどによりアウトソーシ
ングが拡充したため，アウトソーシング先との連携を円滑にする必要があると
ともに，ムダを排除し市場に物品を効率的に供給することで，顧客満足度を失
うことなく最小の経営資源で最大の利益を獲得することが求められているから
である。
これは，企業は競争優位を維持，拡大するため様々な内部経営資源の効率化
を行うと同時に，物流，情報・通信システムなどの高度化やオープン化により
外部経営資源との緻密な連携が可能となり，外部経営資源を利用しながらより
広範囲に短時間で効率的に全体最適を作り出すことができる条件が整ったので
ある。5）
伝統的に生産におけるサプライチェーンは比較的短く，流通におけるサプラ
イチェーンは比較的長かった。これは，生産が素材や部品，中間財，製品を生
産する分業工程が「原材料接近立地」，「中間立地」，「市場接近立地」のように
原材料あるいは最終生産工程，市場などを中心に産業集積を形成していたから
である。他方，流通は物品（製品）を広い市場全体に分散させることが必要で
あったためである。すなわち，生産と消費を連結するサプライチェーンの長短
は，素材であれば原材料接近立地，家電やエレクトロニクス，繊維は中間立地，
食品や自動車は市場接近立地など物品の性質（サイズ，重量，生産コストなど）
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や付加価値から生産拠点か市場のどちらかに明確に偏る傾向にあったといえ
る。6）そして，サプライチェーンでの業務の効率化は各工程で単一的（前工程の
終了をもって）に行われていたのである。
しかし，物流，情報・通信システムが高度化し普及するとともに，貿易や投資
の規制緩和が進み，さらに貿易・投資，物流，情報・通信などに関する国際間
のルールや FTA/EPA（Free Trade Agreement/Economic Partnership Agreement：
自由貿易協定／経済連携協定），FTZ/EPZ（Free Trade Zone/Export Processing
Zone：自由貿易地域／輸出加工区）などが整備され伝統的なサプライチェー
ン（国際サプライチェーン）が大きく変化した。
たとえば生産においては，企業の戦略（企業特殊的優位）に合わせて分業工
程の階層が複数の産業集積間で複雑に連結され物理的な距離も長くなったので
ある。これは，物理的な産業集積による分業工程の連結の重要性が次第に低下
していることを意味している。このため流通におけるサプライチェーンも生産
部門の影響を受け複雑に変化するともに，流通加工の拡充に見られるように生
産と流通の両方のサプライチェーンが混合するなど，その効率化が複合的に行
えるようになってきたのである。サプライチェーンの各段階には常になんらか
の制約がかかっているが，伝統的には1つの制約があれば制約されない工程を
行うことができなかった。しかし今日では，制約を受けながらその制約以外の
工程を適宜処理する機会が増加している。たとえば，情報の擦り合わせや需要
予測，リーン（生産・流通）システムを基にコンカレント・レンジニアリング，
クロスドッキングなどが行われているのである。7）
なお，サプライチェーン（さらには Value Chain：価値連鎖）の迅速性と柔
軟性の向上は，その本質（距離，時間，コスト，チャネルなど）が根本的に変
化したために生じたのではなく，技術的高度化と普及をはじめ，効率を向上さ
せるため既存の業務の組み合わせや業務を行う当事者の変化，構成要素の連結
方法の変化，伝統的なシステムの制約（商権など）の減少などの理由であると
いえる。これまでは企業や工程などの構成要素が持つさまざまな問題に制約さ
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調　達 販　売生　産
調達 販売生産
（JIT） （流通加工）
サプライチェーン・マネジメント構築以前（伝統的，部分最適）
サプライチェーン・マネジメント構築以後（全体最適）
工程が単純に連結しているため，業務や問題が積極的に同時処理できない。
前工程の終了をまって後工程が処理される。
このためリードタイムが長くなり，コストも増加する。
工程が最適配置され複合的に連結し，業務や問題が積極的に同時処理される。
企業間，工程間の壁を低くし，最適な連結が常に模索されている。
このためリードタイムが短くなり，コストも低下する。
れ，前後の連結が比較的単純になっていたが，今日ではこうした制約が減り，
構成要素の連結が柔軟かつ複合的になり全体最適が作りやすくなってきたので
ある。8）
② 流通におけるサプライチェーンと生産におけるサプライチェーン
本来サプライチェーンを一括で考えることは適当ではない。それは，サプラ
イチェーンの各段階での条件が異なっているからである。たとえば，流通の
視点から考えると代替性の高い製品を主に扱っているため一括で考えること
もできるであろうが，物流の視点からでは生産におけるサプライチェーンと
流通におけるサプライチェーンでは取り扱っている物品の性質が異なるため，
分けて説明することが必要である。原材料や製品のように汎用性，代替性（生
産拠点，製品，機能など）が高い物品のサプライチェーンと，部品や中間材の
ような汎用性，代替性の低い物品のそれでは違うことを意味している。
図1 サプライチェーンの連結構造の変化
出所：筆者作成
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流通においては代替性の高い製品を主体としているため，物流，情報・通信
システム，商権などが制約となる。流通はプロフィットセンターとコストセン
ターを明確化しやすく，物流，情報・通信システムに関する問題を解決し，中
間商人（卸業など）の排除（小売業などによる中間商人の内部化，中間商人に
よる小売業の内部化），商物分離などを行うことでサプライチェーンの効率化
は行いやすい。
他方，生産は企画，研究開発，技術，品質などが絡み工程数も増加するため
流通よりも複雑になる。製品の生産にはさまざまな部品や中間材が必要であ
り，それぞれの部品や中間材には専用の包装が必要となる，製品になるまで性
質が安定せず管理に手間がかかる，新製品を高性能化するため特別な部品や中
間財（新しいサプライヤー）が必要となる，品質向上のための調整（擦り合わ
せ）が必要など，サプライチェーンを複雑化する要因が多い。このため分業工
程の階層別に物理的産業集積が形成されてきたのである。
生産においてはイノベーションが行われない限りサプライチェーンを効率化
することは難しかった。そして，物流，情報・通信システムの高度化と普及，
部品や中間材の標準化，汎用化，汎用モジュール化などは，この生産のサプラ
イチェーンに革新をもたらし分業工程の分散，物理的な産業集積の崩壊を生じ
させたのである。
今日，「製造小売業」が注目されているが，これは情報・通信システムの高
度化と普及によりMOT（Management of Technology：技術経営），在庫管理が
緻密，広範囲に行えるようになり，さらに流通においても，中間商人を排除し
製造と販売の直結が行えるため，最小の経営資源で最大の利益を獲得できる仕
組みが構築できるようになったのである。9）なお，中間商人が行っていた業務が
内部経営資源を使って行われるのではなく，クローズド・アウトソーシングの
形態で内部化されている。10）
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③ サプライチェーンに関係する経営資源の内部化・アウトソーシング
企業は競争優位を獲得するため経営資源の選択と集中を行うことが比較的容
易である。この背景にはアウトソーシング先である外部経営資源が拡充してい
ると同時に，これらを効率よく連結できるネットワークがあるからである。
外部経営資源が拡充していなかった時代，各企業は直接自社（自家）で持つ
か子会社などの形態で内部化するのが一般的であった。しかし，今日では分社
化や内部化されていた業務の切り離し，技術移転（流出を含む）などによる新
企業の設立，地場産業の発達などにより外部経営資源が拡充され，さらに，物
流，情報・通信システムの高度化と普及により円滑に連結ができるためアウト
ソーシングが増加している。すなわち，経営資源が積極的にアウトソーシング
され，サプライチェーンの重要度が増しているのである。11）
内部化が行われる分野としては，生産においては「擦り合わせ」を必要と
する企画，研究開発，試作，修理，アフターサービスなどであり，流通におい
ては所有権の移転を行う商流にかかわるものである。しかし内部化であって
も，実際は系列企業を利用したり，商物分離のように物流を3PL（3rd Party
Logistics：第三者物流（特定の荷主企業のための物流専門業者））などに委託
したりするようにクローズド・アウトソーシングが行われるケースが多い。そ
して，この仕組みを作ることでコストの削減ができるとともに，サプライチェ
ーン全体の管理ができ，一般市場にある「市場の失敗（市場の不完全性）」を
抑制するとともに，低コストで市場や経営環境の変化に迅速，柔軟に対応でき
るのである。
たとえば，物流は分業工程を持つノードの企業（製造業，流通業などの荷主
企業）にとっては不可欠ではあるが本業とは異なり，関係する経営資源を企業
ごとに持っていたのでは規模の経済性が働かず非効率となる。このため物流企
業の高度化に合わせ，荷主企業が物流部門をアウトソーシングすることが一般
的となっている。この傾向は分業工程の内部にある構内物流においても同様で
ある。
120 松山大学論集 第28巻 第5号
他方，物流企業のようにネットワーク（リンク）を生業とする企業では経営
資源の内部化（クローズド・アウトソーシング）が進む。これは関連・付帯業
務（場合によっては商流を含める）を物品の移動に近づけることがサプライチェ
ーン内の業務や問題の処理などを効率化でき，物品の通過スピード（スルー
プット）を向上させることができるからである。
たとえば，貿易取引では国際間の代金決済や貿易管理などが制約となるた
め，フレイト・フォワーダー（3PLを含む）（利用運送事業）やインテグレー
タ （ークーリエ）（実運送事業と利用運送事業の双方の機能を持つ物流業者）な
どの物流企業が代金決済や貿易管理などの業務を内部化するのである。
こうしたアウトソーシングの拡充はデメリットも生み出す。それは，複数
の企業が同一の方法，同一の中間財，同一のサプライヤー（EMS（Electronics
Manufacturing Service：電子機器受託生産）など）などを使用するため，差別
化が難しくなり低価格競争などの悪循環に陥りやすいのである。このため，こ
れら以外での要素であるサプライチェーン，サプライチェーン・マネジメント
の性能の善し悪しは競争優位獲得にとって重要なポイントの1つなのである。
④ 日本のサプライチェーンの変化と特徴
日本のサプライチェーンは，このシステムの変化と特徴を説明する上で都合
が良い。その理由は3つに分けられる。1つ目はサプライチェーンの複雑性が
地形と大きく関係していること，2つ目は1960年代以後から国際分業の構造
変化が急速に進み，国内のサプライチェーンとその起点（ゲートウェイ：
Gateway）が変化したこと，そして3つ目は質の向上である。
1つ目は，土木技術の発達により短期間で交通（物流）インフラの整備が進
み，それを利用する生産，流通システムに大きな影響を与えたことである。
日本の地形は「山あり谷あり」であり，山が海岸線に迫っており平野が少な
いため陸上輸送（陸上物流）のインフラ整備が進めにくい。交通（物流）の主
流となるはずの船舶輸送も河川が急勾配であり狭く，沿岸航路を除き十分に発
グローバル・サプライチェーンと貿易取引システム 121
展できなかった。このため生産拠点から市場へ物品を輸送する場合，必然的に
物流手段間の積み替えが増加する。すなわち，短い区間での物品の積み替えや
仕分けを頻繁に行わなければならなかったと考えられる。積み替え，仕分けの
回数が増加すれば物品を積み替え，仕分け，保管するための倉庫や上屋などの
施設，それに伴う労働力，組織（企業）などが増加し，必然的に中間商人など
の増加につながっていったと思われる。
欧米では地形が比較的なだらかであり，地震などの自然災害が少ないなどの
理由により古くから継続的に船舶輸送（沿岸，河川，運河）や陸上輸送のイン
フラの整備が行われ輸送手段間が円滑に結びついていた。このため，複雑なサ
プライチェーンが形成されなかったといえる。たとえば，スイスのバーゼル
（ライン川上流約900km）でも「バーゼル港」といわれるほど河川による船舶
輸送が活発に行われている。また，ライン・マイン・ドナウ運河はライン川と
マイン川，ドナウ川を結び，北海（オランダ）から黒海（ルーマニア）までの
3，300kmをつないでいる。
2つ目の特徴は，1960年代から国際分業の構造が変化し始め加工貿易に基
づくサプライチェーンから次第に部品や中間材，製品を輸入する構造へ変わっ
たことである。このため，サプライチェーンの起点が「工業港」から「商業港」
へ変化した。伝統的に日本の工業はフルセット型をとり原料（原油，鉱石，穀
物など）を臨海工業地帯（工業港）に陸揚げし，国内で「素材→部品→中間財
→製品」へと変化させ国内市場や商業港からの輸出を行っていた。12）しかし，
今日では日本企業の海外直接投資の増加，外国企業の成長と参入，貿易や投資
の規制緩和などにより製品輸入のためのサプライチェーンが主力となりコンテ
ナ港（商業港）が重要な起点となっているのである。この点においてもヨーロッ
パは古くから国際分業が行われていたため日本のような急速な構造変化とはな
らなかった。
貿易や投資の規制緩和が進み，規模の経済性を基本とした生産拠点のグロー
バルな最適配置が進めばサプライチェーンも必然的にグローバル化するととも
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に，国内と海外が融合し国のゲートウェイとなる港湾や空港は各輸送手段の物
理的限界により交通（物流）モーダルの結節点，流通の拠点，国内と海外のサ
プライチェーン，少頻度多量輸送と多頻度少量輸送の調整要因として非常に重
要となってくるのである。
3つ目の特徴は，日本のサプライチェーンは効率性（生産性）や規模におい
ては欧米のそれに劣るとしても，緻密性では世界最高水準にあるといえる。そ
れは生鮮，生食などを含めた食の安全性やリーン（生産・流通）システムが影
響しているためと思われ，国内の厳しい競争によりさらに質が向上している。
3 グローバル・サプライチェーン
① グローバル・サプライチェーンとは
経営環境がグローバルで統一化される状況において，サプライチェーンが国
際工程間分業の拡大により世界の立地特殊的優位を持つ複数の地点と連結した
ネットワークが形成され，グローバル・サプライチェーンへと変化している。
貿易や投資の規制緩和が進みグローバルに企業間競争が激化するなか，企業は
グローバル・サプライチェーンを，海外の経営資源や市場を入手し，競争優位
を獲得する目的で構築していく。これは，国内の生産と流通が発達しサプライ
チェーンが自然発生的に形成されるのと同じである。
そしてその内部には，効率的なサプライチェーンを構築する上で制約となる
貿易取引が存在する。なかでも代金決済や貿易管理は大きな問題点である。
本来，貿易取引システムの目的は効率性よりも安全性が優先される。異なっ
た事情にある国間の商取引を安全，円滑に行えるように長い年月をかけ作られ
た仕組みであり，それは各国独自の法令や商習慣，国際法，国際ルールなどに
拘束され硬直化している。このため多くの場合グローバル・サプライチェーン
といいながら，実際は輸出国と輸入国のサプライチェーンを単に貿易取引シス
テムで連結した「国際サプライチェーン」となっている。
グローバル・サプライチェーンは，国際間の分業工程（製造業，流通業など
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の企業）である「ノード」とグローバル・ネットワーク（交通（物流），情報・
通信）である「リンク」から構成されており，グローバル・サプライチェーン
（国際工程間分業，国際ネットワーク型分業）が拡大した理由には以下のもの
が考えられる。
⑴ 交通（物流）システムの高度化と普及
⑵ 情報・通信システムの高度化と普及
⑶ 貿易取引システムの簡素化
⑷ 貿易や投資に関する法令やルールの緩和と整備
⑸ 生産方式の変化
⑹ フレイト・フォワーダー，インテグレーター（利用運送事業）の成熟
などである。これらについては次節で説明する。
なかでも，物品を輸送する物流の高度化と普及がキーである。それは，貿易
や投資の規制緩和，情報・通信システムの高度化と普及が進んでも輸出国の物
品を輸入国に効率的に持ち込めなければ意味がないためである。そして，実際
に物品を効率よく移動させるためにはさまざまな制約があり，それが解決する
までは，サプライチェーンの高度化と普及は不可能なのである。
国内のサプライチェーンは，物流に関する法令や言語，商習慣が統一されて
いるため，交通（物流）インフラや情報・通信システムが整備されていれば，
Door to Door，多頻度少量輸送がトラック輸送を中心に可能となる。このた
め，移動する物品が輸送手段に適しているか，次工程にタイミングよく移動さ
せることができるかなどが問題となってくる。13）
グローバル・サプライチェーンでは，トラック輸送以外に船舶や航空，鉄道
輸送などとの積み替えが発生する場合が有り国内よりも制約が増加する。ま
た，法令や言語，商習慣の違いや貿易取引システムに関する制約が加わること
になり，制約が増加することはコストの増加につながるため，移動させる物品
にそのコストを払えるだけの付加価値が必要となってくるのである。1960年
代までは大型コンテナ船（6，000TEU以上）や大型航空機（B747，A380など）
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国際間で JIT，スループット，デマンド・サイドを重視したグローバル・サプライチェーン
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がなく規模の経済性が働かなかったため運賃や荷役料が高くなり，それを支払
えるだけの高い付加価値を持つ製品が主に輸送されていた理由もここにある。
グローバル・サプライチェーンに関する制約は国内と比較して増すが，国間
のさまざまな格差（立地特殊的優位）によりそれ以上の利益を獲得することが
できるため，円滑な仕組み作りのためのあらゆる努力が継続的に行われている
（③ グローバル・サプライチェーンの特徴を参照）。また，リーン（生産・流
通）システムに基づくグローバル・サプライチェーンが構築されるに伴い国際
分業の形態が大きく変化するとともに，あらゆる産業に多国籍化の機会を与え
た。そして，多国籍企業の増加は貿易取引システムにかかわる制約を低下させ
るため，多角的貿易交渉（WTO）や地域的貿易交渉（FTA/EPA），貿易取引シ
ステムの簡素化などへ影響を与えているのである。
図2 グローバル・サプライチェーン
出所：筆者作成
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② グローバル・サプライチェーン（国際工程間分業，国際ネットワーク型分
業）の拡大理由
⑴ 交通（物流）システムの高度化と普及
欧州（EU：European Union（欧州連合）など）や北米（NAFTA：North American
Free Trade Agreement（北米自由貿易協定））域内の場合，国際輸送といっても
陸続きであるため主に陸上輸送（鉄道輸送，トラック輸送）による Door to Door
を行うことが可能である。しかし，東－東南アジア域内や世界の主要産業地域
（欧州，北米，南米，アジア，豪州など）を連結するには船舶輸送，航空輸送
に依存しなければならない。そして，効率的な輸送手段がなければ物品の輸送
形態，付加価値（物流費負担力），範囲（地理的・領域的）などにおいてサプ
ライチェーンに制約を受ける。
国際間のユニットロード化（海上コンテナ，航空コンテナ）による物流シス
テムの高度化と普及により，部品や中間財など物品のサイズや種類，重量にか
かわらず円滑に移動でき，また，それら物品を正確かつ緻密に管理できるよう
になったのである。
たとえば，ユニットロード化以前の主力であった在来貨物船は荷役効率，荷
役性能（細かい，少量，デリケートといった部品や中間財を積極的に取り扱え
ない）が悪く，原材料や製品などの物品の物流が主となり，企業の多国籍化も
資源開発や間接投資などが中心であった。すなわち，部品や中間財を物流しな
ければならないサプライチェーンはトラック輸送を利用した狭い地域（物理的
産業集積）では構築できても，グローバル・サプライチェーンは構築できな
かったのである。14）
他方，ユニットロード化は輸送手段（陸上輸送，船舶輸送，航空輸送）や物
品を選ばないためグローバル・サプライチェーンを高度化，普及させた。ユ
ニットロード化は Door to Doorを可能にし，同時に輸送の安全性，安定性，
確実性，低廉性，迅速性，柔軟性を確保し，さらに，コンテナ内部の荷役を荷
主企業にアウトソーシングし前工程と後工程を考慮して自由にレイアウトでき
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る機会を提供したのである。
また，ユニット（コンテナ）はあらゆる物品などの物流に対応できるように
専用や汎用機材の開発が進められた。当初はドライカーゴ（部品，製品などの
乾貨物）が中心であったが，液体，粉体，温度・湿度管理物品，危険物，壊れや
すい物品なども物流できるようになり，グローバルな食品や飲料，生鮮（漁業
や農業分野）のサプライチェーンまで可能になったのである。同時に搭載され
る物品もユニットロードに適合するようにサイズや性質が改善された。
ユニットロード化の導入が進むほど，生産においては，リーン生産システム
に基づくネットワーク型分業システムが普及し分散した生産工程が効率よく連
結され，特定の地域に集まる物理的な産業集積も分散化の方向へ進み，流通に
おいては，広域をカバーする国際的な流通センターの最適配置が行われた。こ
れは，グローバル・サプライチェーンが普及するまでは，輸入国の港湾や空港
に立地した流通センターが国内サプライチェーンの起点となっていたが，グロ
ーバル・サプライチェーンが普及したことで，起点となる港湾や空港が輸出国
や中継地などへ移転し，そこに地域全体（複数国）のニーズに対応した大規模
国際流通センターなどが建設され，輸入国へはユニット（コンテナ）の持つ保
管機能を利用して，リーン（生産・流通）システムにより物品が物流される仕
組みである。そして，輸入国の港湾や空港では国内のサプライチェーンに対し
写真1 コンテナ船と在来貨物船の荷役の違い
コンテナ船の荷役 在来貨物船の荷役
出所：筆者撮影
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て保管が発生しないクロスドッキングが行われる。15）たとえば，冷凍コンテナの
普及に伴い国際的なコールドチェーンが整備され，核となる大規模な冷蔵倉庫
が日本の港湾から電気代の安い中国や東南アジアの港湾へ移転していった。16）
このように，ユニットロード化が普及することで，輸出国のサプライチェー
ンと輸入国のサプライチェーンを効率よく連結できグローバル・サプライチェ
ーンが可能となってきたのである。
⑵ 情報・通信システムの高度化と普及
サプライチェーンを効率的に運営するためには高度な情報・通信システムが
不可欠である。情報・通信システムはサプライチェーンを適切に調整，支援す
る機能により緻密なサプライチェーン・マネジメントを構築している。こうし
た情報・通信システムに共通しているのは迅速性と柔軟性の構築，広域で複雑
な情報の整理である。
サプライチェーンの情報化に関連して重要となるのが通信技術（ICタグ，
PDA（Personal Digital Assistant：携帯情報端末），GPS（Global Positioning System，
全地球測位システム）など）である。情報ネットワークの初期の段階は有線が
基本であったが，今日では技術の高度化により有線と無線が適宜使用されてい
る。有線技術は安定性，スピード，通信量という点では優位にあるが物理的限
界がある。これに対して無線は安定性，スピード，通信量は有線よりも劣るが
移動性，携帯性，自由度といった点で優っており，物流のように運搬具や物品
を広範囲に移動させなければならない分野では非常に有効となる。
サプライチェーンに関する情報・通信システムは，大きく4つに分けられ
る。1つ目は伝統的なサプライチェーンの情報の電子化，統合化，2つ目は仮
想的空間，3つ目はビッグデータのような蓄積された巨大情報の利用，4つ目
はロボットである。
1つ目は，マニュアルで行われていたシステムを，利便性を向上させるため
単に OA（Office Automation）化したものと，経営資源全体を統合化，同期化
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した SCM/ERP（Enterprise Resource Planning：企業資源計画）である。川上か
ら川下に流れる商流や物流に関する情報（販売関係情報）と川下から川上に流
れる市場に関する情報（市場情報）を基本に，煩雑な経営資源（人，モノ，金，
情報など）に関する全ての情報を電子化したシステムで，貿易取引に関係する
電子商取引，EC（Electronic proCurement：電子調達）調達，貿易手続き簡素化
に関係する電子化，UN/EDIFACT（United Nations/Electronic Data Interchange for
Administration, Commerce and Transport）などもこの領域に入る。
2つ目は，仮想市場，仮想工場，仮想倉庫など複数の物理的空間にある拠点
を，仮想現実の技術（Virtual technology）を使い1つの市場，工場，倉庫など
として利用者に情報を提供するものである。この場合，仮想的空間は経営資
源の情報を提供するのみで，実際の交渉や取引は物理的空間にある当事者（売
主と買主など）が直接行う。システムは大きく B to C（企業対個人取引）や C
to C（個人対個人取引）で使用されるオープン・システムと B to B（企業対企
業取引）のように企業間で使用されるクローズド・システムの2つがある。
仮想的空間は国境の壁が低いためサプライチェーンも必然的にグローバル化
する。17）
3つ目は，1つ目の経営資源の管理，2つ目の仮想的空間などで蓄積された
巨大な情報（ビッグデータ）を分析し一定の方向性を見つけ出し，経営資源の
ムダを排除するもので，不確実性が高まる経営環境のなかで企業の競争優位を
獲得するために戦略的に用いられている。
これは，パソコン，スマホ，POSシステム（Point Of Sales system：販売時
点情報管理）などの末端機器の普及が進み，同時に AI（Artificial Intelligence：
人工知能）のアルゴリズム（ディープラーニング（深層学習），モンテカルロ
法など）などの発展で過去のデータだけではなく，ホームページ（Website）の
閲覧などによる近未来の情報を正確に整理，分析，把握，運用することができ
るようになり，精度の高まった需要予測を短時間で戦略的に使用することが可
能となったものである。18）
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4つ目は，人的経営資源が行っていた分野の自動化である。知識集約が3つ
目の AIであるならば，これは主に労働集約の分野に関係するものである。サ
プライチェーンには物流のように労働集約的業務があり，過重労働や人件費の
問題につながりやすく常に危険やコストに影響を与えている。こうした分野に
ロボットを導入することで問題を軽減し安定性を確保することを目的としてい
る。そして，ロボットが高度化すれば多品種少量生産や多頻度少量輸送を低廉
に行うことも可能となってくる。
サプライチェーンは伝統的には生産と流通の発達に対応し自然発生的に形成
されてきたものであり，経営活動に関する情報は生産，流通を司る当事者（暗
黙知）が中心になり伝達・収集・分析・処理され，それに合わせて調達，生産
（流通では仕分け），販売が行われていた。そして伝達手段も電話や FAXなど
に限られていたのである。こうした情報伝達は多くの当事者を経由するため，
図3 サプライチェーンにおける売買契約と製品の加工状態
出所：筆者作成
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利害や不安（過剰在庫や欠品）などにより歪められたり誇張（ブルウィップ効
果）されたりし，最終的には長いリードタイム，コスト増加などにつながって
いた。また，抱き合わせやリベート，委託販売などの悪しき商習慣の影響を受
ける可能性が高かったのである。すなわち，伝統的なサプライチェーンでは生
産，卸，小売間の壁を崩すことが難しく，経営主体が置かれている物理的条件
にかなり制約されていたのである。
しかし情報・通信システムが高度化，普及した今日では情報の可視化（形式
知），オープン・システム化，統合化，同期化が可能となり，生産，卸，小売
間の壁を低くすることができ同時に経営資源の有効活用，リードタイムの短
縮，コストの削減，スループットの向上などに役立っている。また，製造小売
業の登場，アウトソーシングの拡充などのように産業構造自体にも大きな影響
を与えているのである。
⑶ 貿易取引システムの簡素化
グローバル・サプライチェーンには貿易取引が内在するため制約が増加す
る。たとえば，法令，言語，商習慣，為替などの違い，輸送手段間の積み替え，
輸出国と輸入国のサプライチェーンの違いなどである。こうした違いは売主と
買主との間に高い信用リスクを生むことになり，これを解決するために長い年
月をかけ金融機関と物流企業を中心とした「荷為替手形決済（信用状（L/C：
Letter of Credit）と受戻し証券を持つ船荷証券（B/L：Bill of Lading）を組み合
わせた仕組み）」による貿易取引システムが構築されてきたのである。19）
貿易取引システムは「売買契約」，「代金決済」，「リスク・マネジメント」，
「貿易管理」，「物流」の5つの要素から基本的に構成されている。各構成要素
の当事者は，売買契約では「輸出入者あるいは貿易商社などの代理人」，代金
決済は「郵便局や金融機関」，リスク・マネジメントは「保険会社や金融機関
（為替予約），政府（貿易保険）」，貿易管理は「税関や通関業者（カスタムス・
ブローカー）」などの政府関係機関，物流は「キャリアーあるいはフレイト・
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フォワーダーやインテグレーター」などとなっている。
貿易取引システムはこうした当事者間の「信用」を基本に機能しており，たと
えば荷為替手形決済の信用状決済に見られるように，銀行の発行した信用状や
船会社の発行した船荷証券（あるいは，フレイト・フォワーダー（FIATA：
Fédération Internationale des Associations de Transitaires et Assimilés（国際貨物輸
送業者協会連合会））の運送証券，航空会社の発行した航空運送状）などが円
滑に流通するように，各当事者の業務の一部が連結されている。しかし，貿易
取引の当事者が1つの企業や組織として統合されていないため，取引の安全性
が優先されシステム全体が硬直化しており，グローバル・サプライチェーンが
求めるリードタイム短縮やコスト削減，スループットの向上などは考慮されて
いない。
貿易取引システムのなかでも特に制約として考えられるのは，金融機関が行
う代金決済と各国政府が独自に行う貿易管理である。
個品における貿易取引の代金決済の方法は「荷為替手形決済（信用状，D/P
（Document against Payment），D/A（Document against Acceptance））」と「送金
（T/T：T/T Remittance）」の4つが基本となっている。信用状，D/P，D/A，送金
（前払い，あるいは，後払い）の順に信用度とコストが低下すると同時に柔軟
性が向上する。そのため信用状決済は信用の低い「独立企業」間の取引に使用
され，送金決済は多国籍企業の企業内貿易，系列内取引など信用の高い取引で
使用される。企業内貿易など取引期間が長く信用力が非常に高い場合には，
ネッティング（相殺決済）が使用されることもある。20）
多国籍企業の企業内貿易が一般化する以前の独立企業間の貿易取引では，売
主と買主の相互が十分に分からないためハイリスク／ハイリターンのなかで行
われていた。そこで実情をよく知る貿易商社が介在する機会（間接貿易）があっ
たのである。
流通とは物品とその代金の交換であり，常に売主は代金の不払い，買主は正
当な物品の未着のリスクを抱えており，この高いリスクを軽減するために信用
132 松山大学論集 第28巻 第5号
状決済の仕組みが作られたのである。しかし，信用状決済では「買主に代わっ
て信用状発行銀行が，売主が振出す荷為替手形の引受けや支払いを行う」ため，
信用状を発行する金融機関の力が強くなり彼らの都合が優先する。このため，
送金のような売主，買主の不安や不公平感などは軽減されるが，積極的に業務
を処理していきたい売主・買主の意向は軽視される。すなわち，信用状決済で
は前の業務の終了をもってしか後の業務を開始できないためリードタイムが長
くなり，コストが増加し，スループットの向上につながらないのである（図1
参照）。
グローバル・サプライチェーンでは信用状決済が使えない短期契約やスポッ
ト契約が発生する可能性があるため，理想的な決済方法は高い信用と柔軟性，
低いコストという矛盾を持つ仕組みである。すなわち，売主，買主が相互に関
係を持たない取引（関税評価制度（関税定率法，第4条～第4条の9）による
特殊関係でない）であっても企業内貿易のように行えるものである。
たとえば，「短プロダクト・ライフサイクル（垂直立上）→EC調達や仮想市
場での部品・中間財の短期，スポット調達（世界最適調達）→売り地に買主の
事務所や代理店がない」時，リードタイムを短縮するため信用状決済を使用せ
ずに取引を行うには多国籍企業であっても難しい。それは，取引に必要な経営
資源（事務所や代理店など）の設置と撤退が迅速，柔軟に行えないからである。
このため，従来の貿易取引システムを使いながらグローバル・サプライチェー
ンの要求を満たすような方法が必要となる。
グローバル・サプライチェーンのもう1つにして最大の制約が関税関係法令
や国内法の下に構築されている貿易管理である。この目的は輸出では「安全保
障輸出管理」，輸入では「国内の生活の安全」，「国内の産業の維持，発展」，「税
の徴収」などである。輸出では戦争関連物資の規制，テロ対策が中心となり，
輸入では1つ目と2つ目がグローバルな経済開発や自由貿易による貿易量の増
加が国内の生活の安全確保（病原体，密輸品，武器，麻薬など）や産業の維持，
発展に大きな影響を与えており重要性が高まっている。21）しかし，3つ目の関
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税や消費税（付加価値税）などの徴収は国内の税の徴収が安定しているため，
その意義については低下している。
制約となる貿易管理の問題を解決することは非常に難しい。それは他の貿易
取引システムの構成要素が民間であるのに対し，各国政府や国際的な公的機関
が中心となって整備されているためである。そして，貿易取引の円滑化を目的
に「世界税関機構（WCO：World Customs Organization（1952年設立））」などを
中心に各国の実情に合わせた調整が行われている。今日では情報・通信システ
ムを利用した効率化（UN/EDIFACT）や荷主企業の選別（AEO制度（Authorized
Economic Operator））などによる簡素化，効率化も行われているが，リードタ
イムやコストの面だけを見ても荷主企業の求める水準には至っていない。22）
貿易や投資の円滑化を目的に貿易取引システムの簡素化が日々努力されてい
るが，具体的な対応策としては，サービスを提供する当事者ではなく，提供さ
れる荷主企業側が良質なフレイト・フォワーダーやインテグレーターを利用し
積極的に処理していくしかないのが現状である。
⑷ 貿易や投資に関する法令やルールの緩和と整備
グローバル・サプライチェーンが構築されるにあたり最も重要となるのが貿
易取引に関する法令やルールの規制緩和と整備（統一）である。伝統的な法令
やルールが整備されてきたのも複数の当事国の法令やルールが異なり，貿易取
引を行うなかで業務や問題を円滑に処理できなかったことに起因している。し
かし，これらの古いシステムがグローバル・サプライチェーン構築の制約と
なっているのである。
公法的な視点では，多角的貿易体制の GATT/WTOがある。第二次世界大戦
後，ブロック経済への反省から1948年 GATT（General Agreement on Tariffs
and Trade：関税及び貿易に関する一般協定）が設立された。これは，貿易を
自由化することで国間の紛争を防ごうというものであった。本来の目的は ITO
（International Trade Organization：国際貿易機関）を設立する予定であったが米
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国の批准が得られず，一般協定という不完全なものとなり，その活動はラウン
ドによる貿易上の障壁を低下させる方向にあり，貿易取引上で発生するさまざ
まな紛争を解決する機能は十分に確保されていなかった。
1995年，WTO（World Trade Organization：世界貿易機関）が設立され，仲裁
を行う紛争解決機関（DSB：Dispute Settlement Body（ネガティブ・コンセン
サス方式））が設置されることにより問題解決能力も向上された。また，共産
圏の崩壊とそれらに属していた国々のWTOへの加盟もあり本来のグローバル
な自由貿易の形が構築されてきたのである。しかし，WTOの加盟国間が増加
し利害関係が複雑になるに従い十分に機能しなくなり，その代替手段として二
国間，あるいは，多国間による FTA/EPAの締結が増加した。
また，海外直接投資においても国の規制緩和や輸出指向型経済政策，FTZ/
EPZ，IIA（International Investment Agreement：国際投資保護協定）の整備など
により企業は自社の戦略に合わせ経営資源のグローバルな最適配置を行うこと
ができるようになってきたのである。このため，海外直接投資の量的，質的変
化が生じた。
私法的な視点では，3つの変化が生じ貿易取引の円滑化に貢献している。1
つ目は，特定の分野を規制する国際および国内の法令やルールの緩和や整備，
2つ目は，各国の貿易取引に関する手続きや書類の簡素化，電子化，3つ目は
貿易取引に間接的に関係する法令やルールの緩和や整備である。
1つ目は，特定の分野を規制する法令が貿易取引の環境変化（電子商取引や
ユニットロード化（Door to Door物流）の普及など）に合わせて適宜，緩和，
整備されていることである。もともと貿易取引に関する法令（国際法）やルー
ルは分野ごとに当事国や業界の事情に合わせ作られてきたため，目的とするも
のは共通していても細部では異なっている。そのため，グローバル・サプライ
チェーン・マネジメントのようにその仕組みがリーン（ムダを削ぎ落とす）を
求めるのに従い，この細部の違いがリードタイムを長くしコストの増加をもた
らす要因になってきたのである。
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代表的な緩和や整備では，売買契約では「INCOTERMS」，代金決済では「信
用状統一規則」がほぼ10年ごとに改正される。両者は国際商工会議所（ICC：
International Chamber of Commerce）に基づいた国際ルールである。拘束力が強
くウィーン売買条約（United Nations Convention on Contracts for the International
Sale of Goods：国際物品売買契約に関する国際連合条約）とも連動している。
国際商取引法の分野ではUNCITRAL（United Nations Commission on International
Trade Law：国連国際商取引法委員会）が重要な役割をしている。
保険契約では，「ロイド保険約款」が，物流については各輸送手段の「国際
運送条約（ヘーグ・ヴィスビー・ルール，ハンブルグ・ルール（海上），ワル
ソー条約（航空）など）」が基本となり，これらも時代の変化に合わせて改正
されたり新しい法令やルールが作成されたりしている。
貿易管理では関税関係法令についてはWCOが中心となり，また，それ以外
の国内法などについては各国の関係省庁が中心となり，積極的に複数国間の統
一化が進められている。たとえば，貿易量が多い EU，北米，東－東南アジア
などの国間である。
2つ目は，貿易取引に関係する手続きや書類は法令（国内法）に基づいたも
のが多く，最終的な貿易障壁となりやすい。手続きや書類の簡素化や電子化が
UN/CEFACT（United Nations Centre for Trade Facilitation and Electronic Business：
貿易円滑化と電子ビジネスのための国連センター）などを中心に進められてお
り，日本での組織は JASTPRO（Japan Association for Simplification of International
Trade PROcedures：一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会）である。
貿易取引の手続きや書類は各国の事情に合わせて決められてきたものであ
り，国ごとにバラバラである。たとえば，日本では，手続きが煩雑でワンス
トップ化（シングルウィンドー化）も十分に進まず，また，書類は多くの場合
十分に電子化されず紙媒体のままであるためリードタイムを長くすると同時に
コストを増加させている。高度な情報・通信システムとしてシンガポールの
TradeNet/PortNetが有名であり，紙媒体による手続きは基本的に認めていない。
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貿易取引システムの全ての分野で理想的なのは，輸出国で入力された情報が
輸入国でそのまま使用できることであるが，それを行うための法令やルールの
整備にまだかなりの時間が必要となる。
3つ目は，直接貿易取引に関係しないが，緩和，整備することによりリード
タイムの短縮やコスト削減に貢献するものである。特に，電子商取引やユニッ
トロード化（Door to Door物流）が普及することにより，情報や交通（物流）
インフラに関する国内の法令やルールの緩和や整備，海外との統一が行われて
いる。
貿易取引や海外投資に関する法令やルールはグローバル・サプライチェーン
を構築する上で根幹である。しかし，事例が発生してから緩和や整備が行われ
るため，事後的になりやすく柔軟性に乏しい。ただ，今日の傾向として改正や
整備をするにあたり，関係する法令やルールの相互関係を積極的に考慮しなが
ら行われる傾向にある。
⑸ 生産方式の変化
生産におけるサプライチェーンにおいて，生産方式が変化し分業工程の流れ
が変わっている。それは，特定の物理的な産業集積で必要な全ての部品や中間
材を集め，また，経営資源を内部化して，製品を生産し市場へ出荷する方式か
ら，分業工程が階層別にアウトソーシング，分散して，それら工程をネットワ
ークで連結し部品や中間材を供給する生産方式へ変化している。そして，次第
に物理的な産業集積の崩壊が進むことになる。
工程間の物理的距離が離れていても分業工程が成立するのは物流，情報・通
信システムの高度化と普及があっただけではなく，物流される物品自体や生産
方式も変化したからである。
部品や中間材の変化で象徴的なのが標準化，汎用化，モジュール化であり，
生産方法の大きな変化は2に分けられる。1つ目は「モジュラー型（組み合わ
せ型）」の生産方式の普及，2つ目は「流通加工」の拡充である。
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1つ目は，「インテグラル型（擦り合わせ型）」から「モジュラー型」への生
産方式の変化である。インテグラル型は生産を行う過程で常に原材料や部品，
技術などの調整を行うもので生産の基本である。それに対しモジュラー型は加
工組立型産業に見られるように，一定の機能と標準化された接続部を持つモ
ジュール（中間材）を組み立て，製品を完成する方法であり，これが分業工程
のグローバルな分散，セル生産方式の普及などに影響を与えている。
モジュラー型のメリットは，外部経営資源（アウトソーシング）を積極的に
使用できるため，研究開発や生産のリードタイムの短縮，企業が短期間で市場
での競争優位を獲得，距離の離れた生産工程を円滑に連結，物流費負担力が向
上，内部の経営資源の増加を抑制など経営上有効な手段となっている。モジュ
ラー型も多量生産の方法として古くから研究されてきたが，近代的なその最初
は IBMの System360といわれている。なお，生産の川上から川下までの全工
程でモジュラー型が成立することはなく，加工組立型産業といえども標準，
汎用，汎用モジュールの部品や中間材を生産する過程でインテグラル型が行わ
れる。
他方，モジュラー型のデメリットは，ライバル企業と同一のモジュールを使
用することが多くなり，短期間での新製品開発が必要，製品の差別化が難し
い，企業内部の開発や生産に関する技術が成長しない（あるいは停止する）な
どの問題が発生し，低価格など安易な企業間競争の激化につながるのである。
実際 IBMは PC（Personal Computer：パソコン）の分野でアウトソーシングに
よるモジュラー型を採用（1981年）する戦略をとり，先行してアップルが開
拓した市場に参入し短期間（約2年）に優位を獲得した。しかし，アウトソー
シングによる予想外の外部経営資源（サプライヤー）の拡充が進みアジアを中
心に新たな製品メーカーが設立され，急速に競争優位を失い最終的（2005年）
に PC部門をレノボに売却し市場から撤退した。
サプライチェーンの高度化と普及には情報・通信システムが深く関係してい
るが，いくら高度化し普及してもサプライチェーン内部の全ての情報を一括で
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管理することは不可能である。このことは，実際2011年3月の東日本大震災
によりトヨタのサプライチェーンが停止し，佐々木副社長が「サプライチェー
ンはびっくりするほど複雑。今回それをあらためて感じた。」という言葉から
も理解できる。23）
こうした情報・通信システムの不十分さを補完する仕組みの1つが部品や中
間材の標準化，汎用化，汎用モジュール化である。ISO（International Organization
for Standardization：国際標準化機構）などの企画に従い，同じような物品をサ
プライヤーが供給することで，経営目標や取引方法などが異なった企業であっ
ても円滑に供給／調達が行える。すなわち，緻密な情報・通信システムを必要
とせず標準化，汎用化，汎用モジュール化を行うことにより，短期契約やス
ポット契約のように部品や中間材を不特定多数のサプライヤーからも柔軟に
調達できるのである。これは，代替性の高い製品を扱う流通段階と同じ仕組み
といえる。
2つ目は，モジュラー型の生産方式が普及することで生産のなかに流通加工
を効率よく取り込むことが可能となったのである。流通加工は流通と生産の2
つの分野に分けられる。
流通加工は流通工程の迅速化，柔軟化のために行われてきたもので，検品，
仕分け，値札付け，包装などの作業が主であったが，今日では生産にも利用さ
れている。生産における流通加工は「本来，生産工程で行う作業などを流通の
工程で行うもの」で，規模の経済性により生産された中間材を多品種少量生産
型の製品に変化させる方法である。「マイケル・ポーター」がいう「低価格（少
品種多量生産）」と「差別化（多品種少量生産）」の矛盾を解決する1つの方法
でもあり，生産のように大掛かりな仕組みを持つことなく，市場のニーズに合
わせ製品を加工することで付加価値を上げるのである。
生産における流通加工は特定の生産拠点で約8割まで作られた少品種多量生
産型の中間財を，市場に入る直前で市場ニーズに合わせて残り2割の加工を加
え完成させるものである。最後の加工とは，消費者が見たり，触れたりする部
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品を取り付ける，市場の言語や文化に合わせたハードやソフトを組込む，外国
製品を国内の法令やルールに適合させるなどである。また，市場で使われた物
品のリサイクルや修理などにも利用されている。
この作業はグローバル・サプライチェーンの場合，国際と国内物流の結節点
である港湾や空港の倉庫や上屋で行われ製造業が生産工程の一部をそれらを
管理する流通企業や物流企業にオープン・アウトソーシングして行われてい
る。
ネットワーク化が進んだ時代の産業集積の形態を，フルセット型，サテライ
ト型，流通加工型，ノックダウン型，仮想的空間型に分類することができるが，
流通加工型は生産と流通の両方のサプライチェーンに混合するものとなる。
⑹ フレイト・フォワーダー，インテグレータ （ー利用運送事業）などの成熟
サプライチェーン内部で実際に物品を移動させるにあたり，フレイト・フォ
ワーダーやインテグレーターのような利用運送事業の機能が拡充した。
フレイト・フォワーダーはキャリアー業務を持たず，B to B，B to Cで物流
に関する事務業務を中心に関連業務や付帯業務などを一括して荷主に提供して
いる企業である。彼らは免許や契約により実運送事業（キャリアー），保険会
社，税関，金融機関（場合によっては商社や荷主企業）などの代理人という立
場にあり，この特徴を最大限に利用し Door to Doorの物流と商流を統合した
柔軟なサービスを提供している。24）
商物分離が基本である貿易取引において，こうした1つの業種が関連するあ
らゆる業務を内部化し荷主企業に提供することが業務や問題の処理を迅速，柔
軟に処理できる方法となっている。これは，輸出入する物品とそれらに関する
書類の両者が揃う港湾や空港の税関が他省庁の輸出入関連の処理を一括で引き
受けている方法と似ている。なお，彼らが本業や関連業務，付帯業務に関する
全ての経営資源を内部化することはなく，一般的にはクローズド・アウトソー
シングの形態を取っている。そして，インテグレーターとは，キャリアーがフ
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レイト・フォワーダーの機能を持ったもので，キャリアーの機能による付加価
値が発生している。
貿易取引といえば貿易商社（商社）が一番に思い浮かぶが，商社は主に商流
を担当し物流は物流企業にクローズド・アウトソーシングしている。荷主企業
は企業内貿易であってもアウトソーシングしているため，リードタイムの短縮
やコスト削減，スループットの向上からこうした仕組みを嫌い，商社（間接貿
易）を避け物流企業（直接貿易）に業務を委託するようになっている。こうし
た彼らの一貫したグローバル・サプライチェーンのサービスは，荷主企業の多
国籍化のためのムダな経営資源を抑制することにもつながっている。
1970年代からの急速な貿易取引量や海外直接投資の増加，1990年代からの
グローバル・サプライチェーンの拡大とサービスの充実が求められるなか，貿
易取引システムの迅速化や安全性，安定性，柔軟性が求められるようになり，
関係する分野で手続きの簡素化，関係法令の規制緩和や整備，インフラの統一
などが積極的に行われている。しかし，貿易取引システムの複雑性や硬直性，
当事者間（売主・買主，金融機関，保険会社，政府機関，物流企業など）の利
害関係などにより全体最適を作り出すことは非常に難しい。すなわち，必然的
に凹凸が発生しそれらが制約となり，荷主企業が求める水準に至らないのであ
る。グローバル・サプライチェーンは関係する全ての分野の全体最適を構築し
なければ機能を十分に発揮できないため，信用状決済のような伝統的貿易取引
システムとその当事者では多国籍企業が求めるような大きな変化が期待できな
い。そこで，フレイト・フォワーダーやインテグレーターなどの利用運送事業
が重要な役割をするのである。
たとえば，1980年に作られた国連国際複合物品運送条約（MT Convention：
United Nations Convention on International Multimodal Transport of Goods）が依
然未発効な状況においても，ヘーグ・ヴィスビー・ルール（1979年改正）を
根拠に，信用状決済にも使用できる「国際複合一貫輸送約款（FBL：FIATA
Multimodal Transport Bill of Lading）」を作成し，荷主企業が国際工程間分業，
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ネットワーク型分業を円滑に運用できるように Door to Door物流サービス（グ
ローバル・サプライチェーン）を提供している。彼らは，荷主企業の顧客満足
度を満たす「最終調整要因」といえ，彼らが主に活動する輸送手段の結節点で
ある港湾，空港は「場」としての調整要因となっている。
このようなサービスを提供できるのは，荷主企業（製造業，流通業など）の
多国籍化が現地法人だけでも機能するのに対し，彼らは運送証券の性質など，
国と国を橋渡しすること（荷送人と荷受人）により成立する多国籍企業である
からである。これは混載輸送や代金引換に似ており，物品の実際の移動である
物流と物品の所有権の移転である商流の両者を積極的に内部化する方法であ
る。25）すなわち，彼ら自身が荷主企業の代理人となり自分自身の物品としてサ
ービスを提供することで高い安全性，リードタイムの短縮，コストの削減など
を行う。そして，輸出入国国内のサプライチェーンと貿易取引に分離している
国際サプライチェーンを，二国にまたがるグローバル・サプライチェーンへと
変化させているのである。
信用状決済が主流であった時代（製造業における多国籍企業が少なかった
時代，あるいは，在貨物船が主力であった時代），フレイト・フォワーダーの
業務は限定的であった（そのころはフレイト・フォワーダーといわず，日本で
は「乙種海運仲立業（乙仲）」，「海運貨物取扱業（海貨業）」などといわれてい
た）。
たとえば，海運貨物取扱業（海貨業）は「荷主の委託を受けて行う個品限定
運送を行う業（港湾運送事業法，第2条の1，一般港湾運送事業（1951年制
定））」と定義されているように荷主企業の代理人であった。信用状決済では受
戻し証券である船荷証券が，「輸出港の船会社→海貨業→売主→信用状通知銀
行（輸出国）→買主の信用状発行銀行（輸入国）→買主→カスタムス・ブローカ
ー→輸入港の船会社（輸出港の船会社と同一）」の順番で流通するため，時間
はかかるが輸出サイドの海貨業と輸入サイドのカスタムス・ブローカーが直接
取引や連絡を行わなくても円滑に貿易取引が行えるのである。26）
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●海上貨物取扱業（海貨業）の立ち位置
●フレイト・フォワーダーの立ち位置
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他方，フレイト・フォワーダーやインテグレーターは基本的には海貨業同
様，荷主企業の依頼を受けグローバルに物品を移動させることを生業としてい
るが，物流分野の多国籍企業として主要な国に複数の現地法人や支店，事務所
などを持つとともに，補完的な手段として現地の同業者と代理店契約を結び，
物流を中心としたグローバルなサプライチェーン・ネットワークを構築してい
るのである。
③ グローバル・サプライチェーンの特徴
一般的にグローバル・サプライチェーンは国内のサプライチェーン同様リー
ドタイムの短縮，コストの削減，スループットの向上などを求めるが，若干の
違いがある。
それは，立地特殊的優位を利用しながら企業の持つ企業特殊的優位を最大
化，すなわち，リードタイムの短縮やコストの削減よりも自社のグローバル・
図4 海上貨物取扱業（海貨業）とフレイト・フォワーダーの立ち位置の違い
出所：筆者作成
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サプライチェーンが持つ国際間の格差を利用して，利益の最大化ができれば良
いのである。たとえば国間には法令や税制度，国の原産地ブランド，技術など
の格差があるため，グローバル・サプライチェーンを恣意的に迂回させるので
ある。さらに，迂回させるために FTA/EPAを戦略的に締結することもある。
国内においても地域格差を利用し拠点を移転させることがあるが，国際と比較
すると規模は小さい。27）
法令や税の違いでは，グローバル・サプライチェーンの輸出国が輸入国との
間で直接 FTA/EPAを締結していない場合，輸入国と協定を締結している近隣
国の FTZ/EPZ（飛地）に経営資源を移転し現地の原産地を利用して特恵関税
などの税制的優遇を受けようとするものである。また，合法的な範囲で移転価
格を生じさせるため租税回避地（tax haven）などに迂回させるものもある。前
者では1980年代に輸出指向型工業化政策を行っていた ASEAN加盟国の FTZ/
EPZを利用して日本企業が欧米市場に輸出を行っていた。この方法により生産
コストの削減，現地市場の獲得，輸入国で特恵関税などの税制的優遇を受ける
だけではなく，貿易摩擦などを回避することもできた。また，十分機能してい
ないが，アメリカや EUと FTAを締結している韓国が，自国の経済自由地域
の優位性を外国企業に PRして直接投資を誘致したりしている。後者ではイギ
リスのスターバックスコーヒーがスイスの子会社からコーヒー豆を輸入してい
たことが有名である。
原産地ブランド取得のための迂回とは，製品の原産地が特定の国になること
によりブランドイメージや品質イメージ（安全性を含む）などが向上するため
付加価値が増加するものであり，西欧諸国などへの分業工程の立地である。28）
技術についても原産地ブランドと同様である。特定の国が持つ特殊な技術や
既存施設を利用するために分業工程を立地させたり，加工委託（アウトソーシ
ング）させたりするものである。ドイツや日本などへの一般機械や精密機械な
どの産業移転である。原産地規則を満たしていれば原産地表示を行うこともで
きる。29）
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4 ま と め
多国籍企業などグローバル・サプライチェーンを積極的に利用している企業
であっても，低価格競争が優先し，イノベーションに時間がかかり，短時間で
競争優位を失いかねない時代，海外の経営資源に依存することは自然といえ
る。しかし，どの企業もグローバル・サプライチェーンを有効に利用できるわ
けではなく，グローバル化に対応した経営資源を持たない企業には依然国境と
いう壁が存在する。
デジタル化，モジュール化が進むことはハードにおける同質化と企業間競争
の激化をもたらすことになり，利益が低い，本業でない工程はアウトソーシン
グされ，企業の競争優位は企画，研究開発，ブランド，アフターサービス，サ
プライチェーンなどのソフトが中心になる。すなわち，ソフトの1つであるサ
プライチェーンは競争優位を獲得するための重要な要因なのである。
生産や流通の工程を分業化し連結したサプライチェーンを構築し生産性を向
上する方法は古くから行われ，今日の貿易や投資の規制緩和，交通（物流），
情報・通信システムの高度化と普及は，それまで難しかったグローバルな分業
工程間さらに産業集積間の柔軟な連結を可能にした。これは，「分業工程のイ
ノベーション」であり，伝統的に構築されてきた生産や流通の形態を大きく変
化させてきたのである。たとえば，生産工程においては少品種多量生産から多
品種少量生産へ，流通工程では少頻度多量輸送から多頻度少量輸送へ，商物分
離，中間商人の排除，生産や中間商人の内部化などである。
今後もボーダレス化やネットワーク化，経営資源の統合化と同期化，制約の
最小化，スピードの向上などが進むことは間違いないが，物品を移動させて利
益を獲得する製造業や流通業などが立地特殊的優位を利用して効率よく分業工
程（企業特殊的優位）をグローバルに最適配置するとともに全ての経営資源を
連結しリードタイムの短縮，コストの削減，スループットの向上を行う。また，
生産拠点や市場が変化することでグローバル・サプライチェーンの流れや産業
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集積の構造が継続的に変化すると思われる。
そして，グローバル・サプライチェーンと貿易取引システムの関係について
は，システムの効率化やその業務を積極的に処理するフレイト・フォワーダー
やインテグレーターの役割の増加などにより，貿易取引システムはグローバ
ル・サプライチェーンの構成要素として必要不可欠であるが，その存在はます
ます見えにくくなると思われる。
さらに，グローバル・サプライチェーンの拡充が与える国内産業への影響で
あるが，このシステムが海外の経営資源に高く依存し，国際間の労働移動がま
だ不完全である状態では，国内の労働機会や企業淘汰に大きな影響を与えるこ
とになる。そして，その変化に国内の経営資源が柔軟に対応できなければ，企
業の競争優位は獲得できても国の競争優位を失う可能性が出てくるのである。
すなわち，グローバル・サプライチェーンの拡充と国内産業構造の変化を同期
化し新たな全体最適化を迅速に構築することが国の競争優位の維持，拡充に不
可欠と考えられるのである。
注
1）文中で「輸送」ではなく「物流」という言葉を用いたのは，今日の物流サービスは，物
理的距離を克服する「輸送」だけでなく，時間的距離を克服する「保管」，総合的に物品
を管理する「在庫管理」など物流の構成要素が総合的に連鎖し全体最適を作り出しており，
輸送という表現だけでは不十分である。このため，「物流」，「ロジスティクス」と「輸送」
を適宜使い分けるほうが適切であると考えられる。
2）荷役とは，港湾，空港，倉庫などで物品（貨物，商品）を荷役機械や人力を用いて，①
輸送手段間の積み替え，②倉庫内の貨物整理（仕分けなど），③ピッキング（出荷準備）な
どを行うことである。
3）機材の違いとは，陸海空輸送に共通して使用できるアルミ製などのコンテナと，軍用機
の民間転用などにより陸海輸送用である鉄製のコンテナを搭載できる航空機である。
4）中田信哉，橋本雅隆著「最新版・入門の入門物流のしくみ」日本実業出版社，2002年6
月，10頁 日本ロジスティクスシステム協会
5）トヨタの JITに見られるように，生産部門における経営資源の効率化は1950年代から進
められていた。JITは電子化に頼らずに成功したが，これは生産に関係する経営資源が比
較的狭い地域に立地していたことによると思われる。これに対して流通は非常に広い地域
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に経営資源が分散しており，効率的な情報・通信システムが構築されるまでは効率化は難
しかった。
6）Paul R. Krugman“Geography and Trade”1991．9 ポール・クルーグマン著，北村行伸，
妹尾美起，高橋亘訳「脱『国境』の経済学－産業立地と貿易の新理論－」東洋経済新報社，
1994年10月，25－32頁
7）上羽博人「物流高度化による貿易取引システムの変化と課題」松山大学論集，第24巻
第5号，2012年12月，31－35頁
8）たとえば，生産において製造業，流通業，物流業（流通加工），流通においては流通業，
物流業（代理人）など，業務が複数の業種（当事者）をまたいで処理される。この方式で
は伝統的な当事者はコスト削減につながり，代理人は利益の増加につながる。
9）MOTとは，技術力をコアコンピタンスとする企業・組織が，その事業の持続的発展の
ために研究開発や技術開発の成果を事業化に結びつけ，新たな経済的価値を創出していく
マネジメントのこと，あるいはそれを推進する学問的研究や教育プログラムなどである。
https://kotobank.jp/word/%E6%8A%80%E8%A1%93%E7%B5%8C%E5%96%B6（MOT）-802214
10）アウトソーシングには，自社の業務を一括して委託する「一括委託契約（丸投げ）」と
自社の業務の一部を委託する「一部委託契約」などがあり，前者を「オープン・アウトソ
ーシング」，後者を「クローズド・アウトソーシング」と呼ぶ事にする。たとえば，拠点
内部にあるサプライチェーンのクローズド・アウトソーシングとは，生産拠点や物流拠点
内部の業務を専門の企業（サプライヤーなど）に委託しているもので，たとえば，工場の
生産工程の一部（最終モジュールの生産など）をアウトソーシングしたり，倉庫内の業務
をアウトソーシングしたりしているものである。また，今日のアウトソーシングの特徴は，
オープン・アウトソーシングされた業務であってもサプライヤーパークのように最終生産
工程を持つ企業などの事務所や工場内に物理的に同化しているケースもある。
11）上羽博人「製造業における分業と投資戦略－外部経営資源依存型の投資のアウトソーシ
ング－」松山大学論集，第27巻第6号，2016年2月，84－89頁
12）工業港とは，臨海工業地帯など工業地域に隣接した港湾である。プラント内の専用埠頭
を指すこともある。主に原材料（鉱石，石炭，石油，ガス，穀物など）や素材などを取り
扱う。商業港とは，都市，物流センターなどに隣接した港湾である。主に工業製品，郵便
などを取り扱い，コンテナ埠頭が有名である。旅客埠頭が隣接していることもある。
13）大国では国内とはいえ地域ごとに法規制が異なる場合がある。たとえば北米では州ごと
にトラック輸送に関する規制が異なるため，大陸横断のように複数の州を通過する場合に
は最も厳しい規制に基づいて物品が搭載される。
14）在来貨物船時代の複合輸送は物理的にできなかったのではなく，コスト的，時間的に難
しかったのである。
15）クロスドッキングとは，小売業などの物流センターの両側にトラックドックがあり，一
方（工場側，大宗貨物）で入荷された物品を仕分けし反対側（小売店側，小口貨物）のト
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ラックに積み込む（出荷する）システムである。一定期間の在庫を行うディストリビュー
ション・センターと主に仕分けだけを行うトランスファー・センターがある。
16）定番商品は，サプライチェーンの後方でまとめて在庫管理され管理コストが削減できる。
これに対して流行商品は，販売機会を逃さないように，管理コストの増加はあっても市場
に近いところで分散管理される。
17）上羽博人「仮想的空間における産業集積の形成と物流の役割」『松山大学論集』，第27
巻第2号，2015年6月，11－12頁
18）上羽博人，前掲書，13頁
19）椿弘次「貿易の実務と理論（22）」『JUSTPRO454』一般財団法人 日本貿易関係手続簡
易化協会，2016年9月，1－10頁
20）独立企業とは税関が使用する用語で，多国籍企業など海外の企業との関税評価制度上の
特殊関係（関税定率法，第4条～第4条の9）を持たない企業をいう。
荷為替手形決済では，実運送事業（キャリアー）である船会社が物品（貨物）を荷主企
業から受託した時に受戻証券性を持つ「船荷証券」を発行する。この船荷証券は荷為替手
形とともに貿易取引の最も重要な書類の1つであり，代金決済の完了や船会社から買主
（輸入者）への物品（貨物）の引き渡しに使用される。そして，送金決済では受戻証券性
を持たない「運送状」が使用されている。
上羽博人「物流高度化による貿易取引システムの変化と課題」『松山大学論集』，第24
巻第5号，2012年12月，34頁
21）「国内の生活の安全」とは，輸入品や輸入される物品とともに国内に入ってくる病原体，
密輸品，武器，麻薬（輸入してはならない貨物（関税法第69条の11～第69条の20，第
70条））などの規制であり，「国内の産業の維持・発展」とは国内産業保護の考えに基づい
た輸入物品による国内産業や産業構造への影響である。
22）AEO制度とは，国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図り，我が国の国
際競争力を強化するため，貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者
に対し，税関手続きの緩和・簡素化策を提供する制度である。税関，http://www.customs.go.
jp/zeikan/seido/kaizen.htm
23）「東日本大震災であらわ，自動車メーカーが直面したサプライチェーンのわな」『東洋経
済 ONLINE』東洋経済新報社，2011年5月17日，toyokeizai.net/articles/-/6960
24）利用運送事業の金融機関の代理には，「ロジスティクス・フィナンス」がある。利用運
送事業がファイナンス会社を設立するか金融機関との業務提携によるもので，売主と買主
との間に利用運送事業者が入り「仮の買主・売主（代理購入者）」として立替払いをする
仕組みで「代引き決済」と類似している。決済事情や物流事情の異なる売主・買主（独立
企業）間の緩衝システムとして機能することで，迅速で安心，かつ，決済と物流との間に
時間的ずれを生じさせないなどの効果がある。通信販売や荷主企業の業務のアウトソーシ
ングの増加により急速に増えている。グローバル・サプライチェーンにおける EC調達や
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仮想市場での調達，VMI（Vendor Managed inventory）などに効果があるとされている。
25）混載輸送とは，フレイト・フォワーダーやインテグレーターが実際の荷主には仮の運送
人として，実際の運送人には仮の荷主として運送契約を締結するものである。運送書類で
は House B/LとMaster B/Lの関係である。この方法に物品の所有者としての立場があれば，
決済も「送金」を使用でき，貿易管理に関する手続きも輸入国居住者として迅速に処理で
きるのである。また，荷主企業（製造業，流通業など）の場合は立地特殊的優位と企業特
殊的優位などを考慮してグローバルに集約型の拠点を立地するため，多国籍化，分散化と
いっても限定的である。しかし，物流企業（キャリアー，フレイト・フォワーダー，イン
テグレーター）には，生産（点，ノード）と消費（面）を連結する「リンク」としての緻
密なネットワークが重要な企業価値であり，また，仕出地－仕向地が一対であるため広域
分散型の拠点の最適配置（多国間の事務所の立地）となっている。
26）海上貨物取扱業（海貨業）の性質は，受動的，独立的，信用状決済，国内の独立企業で
ある。フレイト・フォワーダーやインテグレーターの性質は，能動的，ネットワーク，全
ての決済手段，多国籍企業である。このため，グローバル・サプライチェーンのニーズが
拡大するに従い，フレイト・フォワーダーの競争優位が拡大する。
山田源次著「21世紀の海貨と物流－海貨は乙仲ではない－」成山堂書店，1993年12月，
101－108頁
27）国内における迂回の例では，輸送機器産業が北九州や東北，北海道へ，内陸部の産業が
大規模港湾周辺へ，製造業が大都市から地方都市へ経営資源を移転させている。これは人
的資源の確保，低い賃金水準，技術，交通（物流）の利便性，環境問題，市場への接近な
どの格差が生じているためである。
28）Eugene D. Jaffe, Israel D. Nebenzahl“National Image & Competitive Advantage : The Theory
and Practice of Place Branding”2006．4,37－57
29）原産地規則とは，貨物の原産地，すなわち，物品の「国籍」を決定するためのルールの
ことである。関税政策等には，その適用・不適用が物品の原産地に依存する場合がある
（例：一般特恵税率，EPA（経済連携協定）特恵税率，WTO協定税率，アンチ・ダンピン
グ税等）ため，そのような場合には，原産地規則を用いて原産地を決定することが必要に
なる。税関：http://www.customs.go.jp/roo/origin/index.htm
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